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概要：本研究ではインフラ型建築について注目する。今日ではインフラ型建築の機能は複合化している傾向があり、

人のアクティビティ空間としても利用されている事例が存在する。従来は集客や一般市民が立ち入ることを想定して

いない、いわばデッドスペースとなっていた空間の活用が実現可能になったのは以下のような背景が遠因となってい

ると考えられるが、その実態は明らかとなっていない。本研究は、これまでの公共空間とは異なるユニークな独自の

空間体験をもたらしているインフラ型建築の公共空間をハイパーパブリックスペース（HPS）と定義し、インフラ型

建築がその機能の複合化を通じて公共空間の用途をどのように多様化させ、利用者に新しい体験を提供しているかを

明らかにすることを目的とした。そのために、HPSとしての特性を定義し、具体的事例を通じてその形成過程や社会

的成立背景、利用者への影響を多角的に分析することとした。また、今後のこうした大規模複合化する公共空間を備

えた都市建築プロジェクトを展開する上での基礎的知見を得ることとした。 

 

Summary:  This study focuses on infrastructure-type architecture. Today, infrastructure-type architecture tends to have multiple 

functions, and there are examples where it is also used as a space for human activity. The following background is thought to be a 

distant cause of the fact that it has become possible to utilize spaces that were previously dead spaces, so to speak, not intended for 

visitors or the general public to enter, but the actual situation has not yet become clear. This study defines the public space of 

infrastructure-type architecture that provides a unique and original spatial experience different from conventional public spaces as 

hyper public space (HPS), and aims to clarify how infrastructure-type architecture diversifies the use of public space through the 

complexification of its functions and provides new experiences for users. The purpose of this study was to clarify how 

infrastructural architecture diversifies the uses of public space through the combination of its functions and provides new 

experiences for users. To this end, we defined the characteristics of HPSs and analyzed their formation process, social background, 

and impact on users from various perspectives through specific examples. In addition, we obtained basic knowledge for the 

development of future urban architectural projects with such large-scale complex public spaces. 
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1. 研究の背景と目的 

近年、都市の過密と過疎の二極化が深刻になって行く

中、人口減少時代といわれる世界の都市圏において持続

可能な都市社会を作るための具体策としてコンパクトシ

ティが挙げられる。都市の生活機能や行政サービスを公

共交通と連携して居住地域と都市機能をそれぞれ適切に

配置することで、コンパクトなまちづくりを行うという

ものである。このような流れの中、人口が集中する過密

した都市部では、再開発などによって造成される建築空

間の巨大化が起きている。また、高層化のみならず、大

規模化、複合化し、これまでにない空間体験を生んでい

る。このような現象下で、建築物が密集した都市では充

分で充実した公共空間が必要とされており、まちのデッ

ドスペースを上手く活用していくことが解決策の一つに

なるだろう。 

そこで、本研究ではインフラ型建築について注目する

こととした。今日ではインフラ型建築の機能は複合化し

ている傾向があり、人のアクティビティ空間としても利

用されている事例が存在する。 

 このような従来は集客や一般市民が立ち入ることを想

定していない、いわばデッドスペースとなっていた空間

の活用が実現可能になったのは以下のような背景が遠因

となっていると考えられるが、その実態は明らかとなっ

ていない。一つ目は、都市の過密化、複雑化が進み、都

市インフラと一体化した巨大建築プロジェクトの展開、

必要に迫られたタイミングでの開発、完全に 0 から始め

る開発が存在することである。二つ目は、気候変動や環

境に配慮した計画の進展、設備技術の発展が関係してい

ることである。三つめは、設計ツールの進化が影響して

いることである。四つ目は、メディアの変化、公共空間

への価値観の変化が起きていることである。本研究は、

上記のような特性を持ったインフラ型建築の公共空間は、



 

これまでの公共空間とは異なるユニークな独自の空間体

験をもたらしているとの仮説から、ハイパーパブリック

スペース（HPS）と定義し、インフラ型建築がその機能

の複合化を通じて公共空間の用途をどのように多様化さ

せ、利用者に新しい体験を提供しているかを明らかにす

ることを目的とした。そのために、HPSとしての特性を

定義し、具体的事例を通じてその形成過程や社会的成立

背景、利用者への影響を多角的に分析することとした。

また、今後のこうした大規模複合化する公共空間を備え

た都市建築プロジェクトを展開する上での基礎的知見を

得ることとした。 

 

2. 研究の方法 

 本研究の方法として、まず始めに、時代背景と公共空

間の変化について整理し、従来の公共空間の成立を整理

する。次に、インフラ型建築の事例を調査し、HPSに該

当するものと該当しないもので分けて収集する。そして、

HPSに該当する事例のHPS度について評価する。これら

の調査から、HPSの社会的成立背景と開発プロジェクト

の特徴、空間形成の特性について分析する。最後に、HPS

の代表的な事例についての Instagram の投稿の画像と動

画を調査し、人々を魅了しているHPSの特徴について分

析する。以上より、このようなインフラ型建築の機能が

複合化している実態を明らかにする。 

 

3. HPSに該当する事例と該当しない事例 

本調査では、建築雑誌「新建築」(1995 年～2024 年)、

WEB メディア「ArchDaily」に掲載されている物件数

67,761件のうち、HPSの対象候補として、35件を抽出し

た。そして、以下をHPSに該当する事例の基準とした。 

 

①インフラ機能をもつこと、インフラ機能がパブリック

スペースと接していること 

②延床面積が 5,000㎡以上であること 

③建築物の外部空間がパブリックスペースとして利用さ

れていること 

 

これらの基準より、23件の対象物件(表 1)と 12件の非対

象物件(表 2)に分類した。 

 調査結果より、HPSに該当する事例と該当しない事例

の違いとしては、開発規模の大きさや、屋外空間の充実

度、屋内外のアクティビティ空間の充実度や完成度が挙

げられる。特に、HPSに該当する事例は、該当しない事

例と比較すると、屋内外のアクティビティ空間の計画が

綿密にされていることが分かった。 

 

4. 各事例のHPS度の評価 

 調査で抽出した「HPSに該当する事例」をある基準を

設けた項目で評価することで、HPSの特徴を明らかにす

ることとした。また、各評価項目に配点を定めることで、

HPSにどのくらい該当しているかの度合いも分析するこ

ととした(以下HPS度と言う)。 

調査結果(表 3)より、「多様な活動ができる機会」は、

上位圏、下位圏ともにほとんどが点数を満たしていた。

HPSに該当する事例では、事前に様々なアクティビティ

が想定され、空間計画に取り込まれていることが分かっ

た。また、空間計画に加えて、イベントや集会などのソ

フト面での企画にも柔軟に対応していることが分かった。

「機能の独自性」では上位圏の事例が評価を満たしてい

る。例としては、Zaryadye Parkのモスクワ川に伸びる片

持ち式の展望台である「The Floating Bridge」や、北極の

条件をシミュレートしたユニークなアートインスタレー

ションである「The Ice Cave」などが挙げられる。 

「独自の建築デザイン」、「ストーリーや背景」は上位

8 件全てが両方とも満たしている。例としては、デンマ

ークのコペンハーゲンの都市公園「Superkilen」が挙げら

れる。ユニークなデザインと文化的包摂性で知られてお

り、この公園のコンセプトと背景は、コミュニティとグ

ローバルな多様性というアイデアに深く根ざしている。

公園が住民の価値観とアイデンティティを反映しており、

異なる文化間の象徴的かつ物理的な架け橋として機能し、

共存と理解を促進している。この公園は多文化主義の象

徴であり、コペンハーゲンのランドマークとなり、地元

の人々と海外からの訪問者の両方を魅了している 。 

「地元経済への貢献」は、上位圏の訪問者数が多い傾

向にある事例が評価を満たしている。東京スカイツリー

では、2012 年から 2024 年で東京スカイツリー展望台へ

の来場者数が累計 5,000万人を達成した。2022年のニュ

ース記事によると、東京スカイツリー開業 10年の経済効

果は約 7800億円だとされている。ニューヨーク市のThe 

High Lineは、都市の景観の中に自然の生息地を再現した

ことで有名で、このように廃墟となったインフラを公共

スペースに変えた初期の事例で最も有名な例の一つであ

る。年間 500 万人の観光客を呼び込み、約 22億ドルの

新たな経済活動に直接貢献していると考えられている。 

 

5. HPSの社会的成立背景 

 HPSの社会的成立背景を、近代建築思想の流れ、都市

インフラと巨大建築プロジェクトの展開、気候変動や環

境に配慮した計画の進展という 3つの視点から分析した。

その結果、以下の知見が得られた。 

 モダニズム建築が「Less is more」に象徴される機能性

と合理性を追求する一方で、ポストモダニズム建築は

「Less is a bore」の思想のもと、多様性や地域性、象徴性

を建築に取り入れた。これにより、インフラ型建築も単

なる機能の集合体ではなく、文化的な意味や象徴的価値

を持つ設計が求められるようになった。現代建築ではさ

らに「More and more, more is more」といった大胆で複雑

な形態や多目的性が追求され、HPSのような空間が地域

に新しい価値を提供する基盤を築いた。 



 

表1 HPSに該当する事例 

 



 

 

 都市の過密化が進む中で、既存インフラの再利用や新

たな大規模複合施設の建設が行われている。例えば、ニ

ューヨークの「The High Line」は、廃止されたインフラ

を再活用して公共空間としての役割を持たせたプロジェ

クトは、都市のデッドスペースを人々が利用可能な空間

に転換し、地域の経済活性化や観光振興に大きく寄与し

ている。また、HPSのような開発には資金調達の工夫が

必要であり、民間からの投資を中心とした官民連携のプ

ロジェクトや、クラウドファンディングによるプロジェ

クトが存在することが明らかとなった。 

 近年、気候変動や環境問題への意識の高まりに伴い、

建築設計にも環境負荷を軽減する取り組みが求められる

ようになった。デンマークの「CopenHill」や、東京都目

黒区の「大橋ジャンクション」のように、インフラ施設

の環境的なデメリットを先進的な技術や柔軟な建築設計

で解決している事例があることが明らかとなった。この

ように、環境負荷を軽減しつつ公共空間としての機能を

持つ計画は、HPSの成立における一つの基盤となってい

る。 

 

6. 空間形成の特性 

6-1 設計ツールの進化 

 今日では、設計段階に 3D のデジタルツールを用いる

ことが定番化している。これは 3Dから 2Dという従来の

設計過程の逆転が起こっており、３次曲面の増加の要因

となっている。HPSでは３次元曲面を利用したデザイン

が起用されており、愛着が沸き、写真映えするアイコニ

ックなデザインが多く見られる。建築デザインの特徴に、

勾配を活かしたバリアフリーなデザインも多く、周囲の

どこからでもアクセスしやすい動線計画は、なだらかに

複数の機能が繋がれている。 

 

6-2 開発の基盤となる官民連携の体制 

 HPSのような空間では、設計・建設段階から運営・維 



 

表2 HPSに該当しない事例 

 

 

 

 



 

表3 HPS度の調査結果 

 

持管理に至るまで、官民が協力してプロジェクトを推進

することが重要な要素である。官民連携の体制は、公共

部門が持つ土地やインフラ整備の権限と、民間部門が有

する資金、技術、運営ノウハウを融合させ、HPSの形成

を可能にするための基盤となっている。 

 官民連携を通じた HPS の形成には多くの利点がある

一方で、課題も存在する。例えば、公共性と収益性のバ

ランスをいかに維持するか、また、地域住民との合意形

成をどのように図るかが重要な論点となる。 

その他の課題としては、プロジェクトの長期的な維持

管理においても、費用負担や役割分担が明確でなければ、

計画が頓挫するリスクがある点である。適切に空間が維

持されるには、The High Lineのように、地域住民や地域

団体からの協力も必要であると考えられる。今後、HPS

の形成を促進するためには、以下のような方策が求めら

れる。まず一つ目は、官民の役割分担や契約内容を明確

化し、透明性の高いプロジェクト運営を実現する明確な

ガバナンスの確立である。二つ目は、プロジェクト計画

段階から地域住民の意見を反映させ、合意形成を図る、

地域住民の参加型プロセスを行うことである。三つ目は、

公共性・収益性・公共空間の持続可能性を総合的に評価

する基準を確立し、官民連携プロジェクトの成功指標と

する公共空間の評価基準の整備である。 

 

7. 利用者の受容のされ方(Instagramによる分析) 

昨今では、スマートフォンの普及によってSNSの利用

が一般的になっており、コミュニケーションを取る以外

に情報を得る手段としても利用されている。HPSに該当

する事例のほとんどは公式サイトや公式 SNS を設立し

ており、多くの訪問者がタグ付けをして空間の様子や記

念写真などをシェアしている。また、これらの公式サイ

トや公式 SNS から施設の利用に関する情報やイベント

などの情報が発信されていることから、ユーザーはこの

ようなメディアの媒体を通して、HPSの情報や口コミを

受け取り、実際にその場所に足を運んでいると考えられ

る。このような現象は、HPSのような公共空間の観光地

化にも貢献していると考えられ、商業空間だけでなく、

公共空間にも話題性や競争性が生まれるようになったと

考えられる。 

総務省情報通信政策研究所の「令和３年度情報通信メ

ディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」より、

SNSでは動画・画像共有サービスの「Instagram」が高い

利用率になっていることが分かった。また、事前調査よ

り、HPS に関する Instagram の動画・画像の共有は頻繁

に行われおり、一般的になっていることが明らかになっ

たため、利用者の空間の評価や使われ方を調べる方法と

して有用であると考えた。このような背景より、本研究

では HPS に該当する事例である Jewel Changi Airport、

Zaryadye Park、Little Island Parkを対象として、Instagram

による公共空間の調査を行うこととした。調査内容は、

建築事例の公式アカウントにタグ付けされている投稿を

対象とし、投稿されている画像・動画を調査した。動画

の場合、事例に関係するシーンの内、最も長時間映され

ている主題を対象とし、一つの投稿で事例に関連する複

数の写真・動画が投稿されている場合は、それぞれ調査

対象とした。人のセルフィ―や集合写真は背景を対象と

し、大部分が人で背景の判定が不可能な場合は調査から

除外することとした。調査結果は表 4～6となっている。 

 

8. 結論 

本研究では、HPSが都市において多様な活動と文化的

交流を促進する場として機能することを示し、その成功

は設計技術の進化、官民連携の体制、利用者中心の空間

設計が鍵であることを明らかにした。また、HPS度の評



 

価より、事前に利用者のアクティビティを見込んだ様々

な空間計画や、ソフト面の利用者のアクティビティを促

進するイベントなどの企画が、HPSの用途多様化に寄与

していることを示した。Instagramの調査では、利用者が

空間をどのように認識し、体験しているかを定量的に把

握し、HPSが社会的および文化的価値を創出する役割を

担っていることを確認した。投稿から、空間の利用実態

や利用者の能動的なアクティビティの様子を収集でき、

従来の公共空間よりも豊かで多様な体験を提供している

ことが明らかとなった。本研究の後半では Instagramを利

用した調査を行ったが、このようなSNSによる空間の評

価や表現は活発に行われており、利用実態や利用者の空

間に対する受容のされ方について分析するのに有用であ

った。また、それぞれの建築事例で見られる独自のアク

ティビティ空間は、人々を魅了し、SNSという形で多く

の人にその様子がシェアされていることが明らかとなっ

た。SNSと公共空間の関わりは今後益々密接になってい

くと予想され、SNS上の人のネットワークと公共空間の

連携が盛んになり、場所と人を繋ぐコミュニティ形成の

重要な仕組みになっていくのではないだろうか。また、

「映えの空間」が人々に与えているポジティブな影響が

再評価され、HPSのような空間がさらに増していくこと

が考えられる。 
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表6 Little Island Park 
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